
Ｐ５コーナーＰ５コーナー
（株）Ｐ５では、経営計画策定、保険・不動

産等の資産運用、相続対策業務、パソコ

ンの購入及び指導、貴社のホームページ

の作成・ドメインの取得、計算書類の公告

のお手伝いをしております。

特別の寄与

2019（令和元）年の民法改正（平成

30年法72号）により、新たに導入され

た「特別の寄与」制度は、相続に関す

る法律の改正では画期的ものでした。

この制度は、相続人以外の人、例え

ば長男のお嫁さんが、義理のお父さん

の介護をした場合に、それまではお父

さんの相続財産を貰うことができなか

ったのですが、この制度で新たに相続

人に対し、特別寄与者の寄与に応じた

額の金銭（特別寄与料）の支払を請求

することができる（民法1050条①）、

とされました。ただし通常、六箇月以

内に請求をしなければなりません。

これに関連して早速、最高裁令和５

年10月26日 第一小法廷決定で、次のよ

うな判断が示されました（民集77.7.1

911）。

Ａさんは令和２年６月に死亡し、相

続人は、Ａの子供であるＢ及びＣで、

Ａは、生前、Ａの有する財産全部をＢ

に相続させる遺言をし，Ｃには財産な

いものとされたため、ＣはＢに遺留分

侵害額請求権を行使しました。Ｂの妻

の特別寄与料(民1050）を遺留分を行使

したＣに負担させることができるかと

いう裁判です。結果は、原審(名古屋高

等裁判所）と同様に、遺言により相続

分がないものと指定された相続人（Ｃ

さん）は、遺留分侵害額請求権を行使

したとしても、特別寄与料を負担しな

いとされました。

法務省の公表している家事審判・調

停事件の事件別新受件数から下図のよ

うに特別の寄与に関する処分件数が公

表されています。

少しずつ周知されてきているようで

す。

事務所の夏期休暇は、

8月1５日（木）～8月１８日（日）

です。誠に申し訳ございませんが、

宜しくお願いします。

弊所では zoomを試験的に常時開
いております。

事務所・Ｐ５より・・

件数

令和１年 1

令和２年 21

令和３年 61

令和４年 40

令和５年 52

編集後記 気象庁の予想では、8月は全国的に平均気温は「平年より高い」

予想で、今年の夏は「記録的な暑さが長引く」のが特徴になりそうです。

体調管理に十分お気をつけください。 編集発行 株式会社プランニングファイブ
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令和6年8月１日
特別寄与料

日本でも35℃超えが続出しています。

オリンピック（Paris Olympics
2024）が開催されているパリの最高
気温は30℃程度で、東京よりは少しは

過ごし易いようです。100年以上ぶりに

遊泳が解禁されたセーヌ川（La Seine

)も、開会式前から降水量の増加で水質

悪化が懸念されていましたが、開会式

の降水で再び悪化しているようです。

それでも水質改善を目指した意気込み

は流石 Paris。
日本の隅田川は、安全性の問題はあ

るでしょうが水質が改善されたとはい

え遊泳できるような水質には達してい

ません。ちなみに都内で唯一泳げるの

（海水浴体験）は、葛西海浜公園 西な

ぎさだそうです。

2022(令和4)年2月24日のロシアによ

るウクライナへの侵略が始まってから

多くの国で軍事費支出を増加させてい

ます。この件については、本誌399号

（令和5年1月1日号）でも取りあげまし

たが、その続報です。

SIPRI（Stockholm International
Peace Research Institute・スウェ
ーデン平和研究所）で諸外国の軍事費

支出データを公表しています。SIPRI
は、スウェーデンのストックホルムに

本部を置く独立した国際研究所で、世

界各国の軍事支出に関するデータを収

集・分析しています。次の表は、そこ

でのデータを基にして主要国の軍事費

(防衛費）支出を比較したものです。

軍事費（Military expenditure)
Current US M$ (150yen/$）

上記中、中国の場合には、特定分野

の公開の透明性が限られているため推

定の推定値となっているようです。ウ

クライナは2021年は 7,000M$でした
ので10倍近く上昇しています。なおこ

れには各国の軍事支援が入っていませ

ん。支援国の軍事費に入っています。

軍事費に占めるGDP比では、NATO（北

大西洋条約機構)の目標とするGDP比2%

は今後増加せざるを得ない状況になっ

ています。軍事費に占めるGDP比が少な

い国ほど、今までは経済が発展してき

た傾向にあります。

Country 2022 2023
share of

GDP
兆円

USA 861,000  916,000   3.36% 137.4   

China 292,000  296,000   1.92% 44.4     

Japan 47,000    50,000     1.20% 7.5       

S.Korea 46,000    48,000     2.81% 7.2       

Russia 102,000  109,000   5.86% 16.4     

Ukraine 41,000    65,000     36.65% 9.8       

Israel 23,000    27,000     5.32% 4.1       

Germany 56,000    67,000     1.52% 10.1     

UK 64,000    75,000     2.26% 11.3     
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8月の税務・総務予定

（税務）

＊個人住民税２期分の納付

通常月末

＊個人事業税１期分の納付

通常月末

＊個人消費税の中間申告・納付

（中間申告が年１回必要な前年の確

定消費税額が、48万円を超え400万

円以下の方） 9月2日(月)まで

振替納税 ・・ ９月30日(月)

（総務他）

＊夏期休暇の実施

COVID-19関連のデータはホームページ
(HP)に掲載しております。

令和6年度税制改正（令和6年法8号）

で交際費から除外される接待飲食費に

係る見直し(措法61条の4）が行われて

います。

この内容は、令和6年5月号でもお知

らせしましたが、もう少し詳細にお知

らせします。

これは接待・贈答などの交際費等は、

損金不算入（法人税の計算では費用と

しません）とされています（細部は異

なりますが多くの国で同様な制度とな

っています）が、平成18年度税制改正

（法10号）により、会議費相当とされ

る１人5,000円以下の接待飲食費は交際

費等の範囲から除外され、この部分は

全額損金算入とされていました。

この5,000円以下とされている接待飲

食費の金額基準について、会議費の実

態等を踏まえ、改正では一挙に倍増し

て、10,000円以下(1万円基準）まで引

き上げられました(措令37条の5）。得

意先等との商談の場での飲食は会費議

的な要素もあるためこの制度がありま

した。このため物価の上昇をも踏まえ

た改正でしょうが、それでも倍増の根

拠は不明です。国税庁の解説書(令和6

年度税制改正の解説)では、「会議費の

実態の変化を踏まえて行われた」とし

ています(575頁）が、「地域・中小企

業の活性化等」(7頁）の項で記載して

いるところからみますと消費の拡大目

的が主なのかも知れません。ただし、

中小企業(資本金1億円以下の法人）の

場合には年800万円の定額控除（措法6

1の4②）がありますので、通常この制

度を使うことはありません。なおこの

定額控除は接待飲食費に限りませんの

であらゆる接待交際費が対象になりま

すので、遙かに中小企業の交際費支出

課税は緩くなっています。

また、租税特別措置法で手当されて

いるこれらの制度は期限が定められて

いますので、3年延長されました。

さて、この1万円基準ですが、大法人

を含め全法人が適用可能ですので、大

法人向けのサービスともいえます。

もう一つ接待飲食費に関しては50％

損金算入制度があり、接待飲食費の50

％損金算入は資本金100億円以下の法人

が適用できることになっています。中

小企業では、50％損金算入制度と800万

円の定額控除との選択制ですので、年

間の接待交際費を1,600万円以上使って

いるところでは利用していると聞いた

ことがありますが、めったにお目にか

かりません。

資本金100億円以下の法人の場合には、

1万円基準で損金算入し、一人1万円を

超えた接待飲食費は50％損金算入制度

を利用することができます。

法人別適用区分

対象法人 不算入範囲

全法人 接待飲食費

(1万円基準のみ）

資本金100 接待飲食費

億円以下 (1万円基準と

50％損金算入）

資本金1 800万円定額 or

億円以下 接待飲食費(上記〃）

対象となる接待飲食費の範囲は、1万

円基準と50％損金算入は原則同じです。

接待飲食費とは、交際費等のうち飲

食その他これに類する行為のために要

する費用（社内飲食費を除きます）で

あって、帳簿書類により接待飲食費で

あることが明らかにされているもの、

とされています。

社内飲食費とは、法人の役員や従業

員（これらの親族を含みます。）に対

する飲食費とされいますので（措法61

の4④）、自社の役員、従業員以外の接

待等のための飲食費等であれば、社内

飲食費には該当しません。逆に役員や

従業員(親族含む）だけの飲食代は社内

飲食費になり、アウトです。

接待飲食費の範囲の具体例

① 得意先等を接待して飲食するため

の「飲食代」

② 飲食等のために支払うテーブル

チャージ料やサービス料等

③ 飲食等のために支払う会場費

④ 得意先等に弁当の差入れを

行うための「弁当代」

⑤ 飲食店での飲食後にその飲食店に

注文した「お土産代」

接待飲食費に該当しない費用の具体例

① ゴルフや旅行等の際の飲食費

② 接待等を行う飲食店等へ得意先等

を送迎するために支出する送迎費

帳簿書類等の記載と保存要件

接待飲食費については、所定の事項

を帳簿書類に記載しなければなりませ

ん。

1万円基準は、必要事項の「書類記載

と保存」が要件で、50％損金算入は

「帳簿書類に記載」が要件ですが、記

載内容と保存義務は両者に殆ど変わり

はありません（措法61の4⑧、措規21の

18の4）。

記載事項は次のものです。

① 飲食年月日

② 参加者氏名又は名称及びその関係

③ 参加者数（1万円基準のみ＊）

④ 飲食金額、飲食店名及び住所

④ その他飲食費であることを明らか

にする事項

＊ 1万円基準は、飲食費であるこ

とが分かれば良いため。

８月の予定

３日(土) なかゆき会(茅ヶ崎）

１５日（木）～１８日 夏期休業
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